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「グリーン・コンビナートおおいた」推進構想(案)の
策定にかかる中間報告

（１）水素等次世代エネルギーの需要推計
（２）大分コンビナートの予想される姿（案）
（３）他地域の動向

第２回 「グリーン・コンビナートおおいた」推進会議（令和5年10月23日）

資料２
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(1) 水素等次世代ｴﾈﾙｷﾞｰの
需要推計

資料２－１
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❷

大分コンビナート企業協議会会員企業とのディスカッションを通じ、推計値を精緻化

将来（2030・40・50年時点）の大分コンビナート企業協議会会員企業11社の次世代エネル
ギー需要量について、現在の活動量や需要量を起点とした推計を実施

次世代エネルギー需要推計（中間とりまとめ）

発電量、燃料使用量、
石油製品・鉄鋼製造量 etc.

2023年

水素等※需要ポテンシャル推計イメージ

活動量等
[J, tonなど]

代替
技術

2040年

❶

既存
手法

2030年
❶

代替
技術

既存
手法

2050年

❶

電化

水素等 次世代エネルギー・技術の導入・移行 推計値

❷ 水素最大ポテンシャル
現在の活動量が、全量、次世代
エネルギーに置き換わった際の最
大ポテンシャル
※NH3はH2換算

❶ 水素需要ポテンシャル
足元の趨勢を踏まえ、一定の前
提条件の下、10年区切りで次
世代エネルギー導入ポテンシャル
を推計
※NH3はH2換算

代替技術

バイオマス

CCUS

2050年CNに向けて、取りうる脱炭素
施策は多岐にわたるが、水素等の次
世代エネルギーに焦点を当てる

（前提）活動量やエネルギー需要量は横ばい

※水素“等”には脱炭素燃料としてのアンモニアも含む

省エネ
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水素需要ポテンシャルについて、大分コンビナート企業協議会会員企業11社を対象に、
水素の用途別に水素利活用技術への転換率を設定し推計

次世代エネルギー需要推計（中間とりまとめ）｜①水素需要ポテンシャル

「①水素需要ポテンシャル」の推計方法

各種
需要・製造量

発電量[kWh]

熱量[TJ]

製品製造量[ton]

粗鋼、オレフィン、
都市ガス、SAF など

水素換算係数
（効率も考慮）

既存燃料
(LNG・石炭・重油

等)との熱量比

[MJ-H2/MJ-fuel]

副反応、収率も踏ま
えた水素消費係数

[ton-H2/
ton-product]

転換率

各用途ごとに以下を
鑑みながら設定

・技術成熟度
・水素パリティコスト
・代替技術優位性
・CO2排出係数 等

×

×

×

×

×

×

×

×

×

×

発電

熱

工業プロセス

カーボン
リサイクル

水素用途別
需要量[ton]

=

=

=

=

=

要精緻化
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用途別水素等需要ポテンシャル
[万トン/年]

※NH3は水素への
熱量等価換算した値を掲載

大分コンビナート※1

２０３０年 ２０４０年 ２０５０年

発電
LNG火力 0.59 4.1 59
石炭火力

（NH3量）※2
3.1

(20)
7.9

(50)
17

(106)
熱用途 工業用加熱※3 0.056 1.2 9.5

工業プロセス
石油精製 5.1 4.6 4.1

水素還元製鉄 0 0 37
カーボン

リサイクル
化成品 0 7.2 14

化学燃料 0.018 1.2 39

運輸・モビリティ※4 重量車 － － －
軽量車 － － －

合計※5 8.9 26 181

2050年の水素需要ポテンシャルを、一定の前提条件の下、181万トンと推計
次世代エネルギー需要推計（中間とりまとめ）｜①水素需要ポテンシャル

「①水素需要ポテンシャル」の推計結果（暫定版）

※1 大分コンビナート企業協議会会員企業11社を対象
※2    NH3量を熱量等価換算することでH2量を算出（NH3発熱量22.5〔MJ/kg〕、H2発熱量143〔Mj/kg〕 → 0.156〔kg-NH3/kg-H2〕）
※3 原油精製工程やナフサ分解工程で発生する副生物（メタン等）は、同工程で「熱用途」の利用を行っているが、副生物のマテリアルバランスの観点から、それを水素等へ燃料転換

することは難しいものと仮定して推計から除外
※4 大分コンビナート内での運輸・モビリティに関する推計は、現時点では未実施
※5 暫定の値であり、今後の協議の中で修正する可能性がある
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水素需要が2050年181万トンであった場合のCO2削減効果は、約1,800万トンと推計
次世代エネルギー需要推計（中間とりまとめ）｜①水素需要ポテンシャル

「①水素需要ポテンシャル」の推計結果に基づくCO2削減効果

大分コンビナート

２０３０年 ２０４０年 ２０５０年

水素等需要ポテンシャル
[万トン/年] 8.9 26 181

水素等利活用に起因する
CO2削減効果[万トン/年]※1,2 84 238 1,806

2013年度比
CO2排出削減率[%]※3 ▲2.2% ▲6.4% ▲48.2%

※1 CO2削減効果＝水素利用に伴いキャンセルされる化石燃料由来のCO2排出量ー水素利用に伴うCO2排出量
（ 厳密には再エネ由来のグリーン水素であっても排出係数は存在するが、簡易的に0[kg-CO2/kg-H2]として試算（今後、要精緻化））

※2 あくまでも水素需要ポテンシャルのみから換算した値であり、CO2削減に向けたこれまでの取組（省エネ、電化等）など、事業活動全体の値を含めて表したもの
ではないことに注意。

※3 大分県における2013年度CO2排出量（37,183千t-CO2）より試算

2050 年 CN に 向 け て は 、
CCUSやクレジット、バイオマ
ス利活用の組合せが必要
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【参考】他地域の水素需要見込み
次世代エネルギー需要推計（中間とりまとめ）｜①水素需要ポテンシャル

地域別水素需要見込み

地域
時期別 年間水素需要量※1

出典
２０３０年 ２０５０年

中部圏
23万トン

＋ アンモニア150万トン
（水素換算27万トン）

200万トン
＋ アンモニア600万トン

（水素換算108万トン）
中部圏水素・アンモニア社会実装推進会議.
「中部圏水素・アンモニアサプライチェーンビジョン」

神戸・関西 7万トン （2031年以降）
33万トン

神戸・関西圏水素利活用協議会
「協議会レポート（概要版）」

新潟 20万トン超（時期未定）
新潟カーボンニュートラル拠点化・水素利活用促進協
議会「新潟カーボンニュートラル拠点開発・基盤整備
戦略」

周南 アンモニア100万トン
（水素換算18万トン） －

周南市プレスリリース「非化石エネルギー等導入促進
対策費補助金（コンビナートの水素、燃料アンモニア
等供給拠点化に向けた支援事業）」

（参考）国の導入目標※2 最大300万トン 2,000万トン程度再生可能エネルギー・水素等関係閣僚会議
「水素基本戦略」

※1 推計の考え方などに違いがあることから、水素需要量の地域間比較は単純にはできないことに留意
※2 水素以外にも直接燃焼を行うアンモニア等の導入量（水素換算）も含む数字
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(2) 大分ｺﾝﾋﾞﾅｰﾄの予想される姿(案)

資料２－２
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コンビナート内のカーボンニュートラル実現と持続的発展の両立に加え、
広く県内のカーボンニュートラル化の拠点としての役割を果たす

大分コンビナートの予想される姿（案）

域外 グリーン・コンビナートおおいた 大分県内

❶次世代エネルギーの受入・供給 ❷二酸化炭素の受入・搬出（CCUS） ❸脱炭素技術の実証・導入(H2、CO2などの利活用）

県内の脱炭素展開❶次世代エネルギーの受入・供給
〔輸入〕

水素、水素キャリア、
アンモニア、合成燃料

化石燃料輸入

CO2運搬船

廃棄物回収

CO2貯蔵

石油、LNG、石炭 など

CCS適地への輸送 発電所（LNG 、石炭）

H2/NH3混焼・専焼発電

製油所・化学プラント
ナフサクラッカーの
熱源転換(NH3等）
CO2の回収
CO2由来の化学品製造
合成燃料、SAFの製造

製鉄所
水素還元製鉄
CO2回収

一時貯蔵・充填設備

廃棄物再生
古紙再生
リサイクル銅
基礎化学品などへの転換
（ケミカルリサイクル）

セメント工場 など

プロセスCO2回収
石炭火力へのNH3混焼

都市ガス製造
合成メタン(e-methane)
製造・供給

県民生活
e-methane
FCV
合成燃料

液体水素、MCH、NH3
合成燃料、SAF など

❷二酸化炭素の受入・搬出（CCUS）

（海外や他地域との連携）

〔貯蔵〕H2、NH3、合成燃料など

荷揚げ・転換・貯蔵・充填設備H2

CN燃料

CO2

CN燃料

CN燃料

CO2

廃棄物

❸脱炭素技術の実証・導入（H2、CO2などの利活用）

●既存エネルギーの安定調達
化石燃料

CO2
CO2直接利用(農業など)
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CCUによる化学品製造

大分コンビナートでの水素等利活用に向けたステップ（想定）
大分コンビナートの予想される姿（案）

2030

需要

水素1%混焼 水素専焼

都市ガス導管への
e-methane1%注入

電力
LNG火力における水素混焼（＆専焼）

ガス
合成メタン（e-methane）の製造、
および都市ガス導管への注入

水素混焼率の増加

燃料転換

エネルギー会社
①海外からの水素等調達

②事業所内水素製造プロセス活用

発電・都市ガスでの小規模導入
Ph.1 試験的導入

燃料転換による需要拡大
Ph.2 海外水素等の導入

CCU・製鉄用途での需要拡大
Ph.3 海外水素等の大規模導入

都市ガス導管へのe-methane90%注入

大分コンビナートにおける
水素等利活用に向けたステップ

（簡易版）

貯蔵/
供給

調達

JV（需要家による共同出資）など
輸入した水素等の受入れ・貯蔵設備

調達量の拡大

水素等拠点の拡張｜2050年までを
見据えた、水素等の需要のさらなる
拡大を想定した拠点拡張

事業所内における
水素等製造装置での調達

水素等拠点の形成｜
2030年-40年までの確度の高い需要ポテンシャルに対する拠点整備

拡大した水素等の需要に対応するための海外水素等の最適調達

化学
既存燃料（オフガス(メタン 等)など）からの
燃料転換、グリーン化学品の製造

エネルギー
合成燃料等の製造将来

製鉄
水素還元製鉄 など

※各社のカーボンニュートラル関係計画や革新的技術の実装見込時期などの公開情報を大分コンビナートのトランジションに当てはめて作成
※すべてのフェーズにおいて、「検討」段階を含む
※詳細な時期はキャリアの成熟度・水素等の調達可能量により前後

合成燃料等の製造

水素還元製鉄 など

2040 2050
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水素需要量は技術成熟度・水素価格の低減に伴い、段階的に増加する
大分コンビナートの予想される姿（案）

時期
2024 2030 2040 2050

水素需要量

Ph.1 試験的導入 Ph.2 海外水素等導入 Ph.3 海外水素等大規模導入

想定される水素用途
・LNG火力での混焼(数％)
・合成メタン(e-methane)製造

想定される水素用途
・LNG火力での混焼(数十％)
・合成メタン(e-methane)製造
・燃料転換

想定される水素用途
・LNG火力での混焼・専焼
・合成メタン(e-methane)製造
・燃料転換
・製鉄プロセスでの活用
・CCUによる化成品製造

大分県における水素需要量の拡大イメージ（想定）

キャリア実装時期に依存

電力・ガス

熱

原料転換

※水素価格（国目標）：現在 100円/Ｎ㎥、2030年 30円/N㎥、2050年 20円/N㎥

水素用途
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CO2貯蔵量の拡大

CO2回収量の拡大

大分コンビナートでのCO2利活用に向けたステップ（想定）
大分コンビナートの予想される姿（案）

貯蔵

消費
・輸出

都市ガス導管への
e-methane1%注入

ガス
都市ガスへの合成メタン(e-methane)注入

CO2多排出産業（鉄鋼・石油 等）

CO2排出源（大規模・高濃度）への回収
設備設置

エネルギー、化学 など

・CCSに向けたCO2出荷
・CCUによる化学品・合成燃料等の製造
・農業などでの直接利用

先進的CCS事業に向けた準備 回収量・CO2用途の拡大
Ph.1 CCS事業化に向けた導入 Ph.2 CCUS実装・拡大

都市ガス導管へのe-methane90%注入

CO2回収源の形成｜
2030年断面で経済性の見合う排出源におけるCO2回収

大分コンビナートにおける
CO2利活用に向けたステップ

（簡易版）

回収
その他コンビ企業（発電・化学 等）

CO2排出源（小規模・低濃度）への回収
設備設置

JV など

回収したCO2の貯蔵・出荷設備

国内（西日本等）・海外でのCCS

CO2回収源の形成｜
~2050年断面で経済性の見合う排出源における
CO2回収

CCUSの普及拡大を見通した設備の拡張CCUS拠点の形成｜
2030年CCS事業化に向けた必要な設備の設置

CCUによる化学品・合成燃料等の製造
農業などでの直接利用

2030 2050

※各社のカーボンニュートラル関係計画や革新的技術の実装見込時期などの公開情報を大分コンビナートのトランジションに当てはめて作成
※すべてのフェーズにおいて、「検討」段階を含む
※詳細な時期はキャリアの成熟度・水素等の調達可能量により前後
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(3) 他地域の動向

資料２－３
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各地域において、特徴を活かした水素・アンモニアの供給拠点形成に向けた取組が進む
他地域動向

2023年「中部圏水素・アンモニアサプ
ライチェーン構想」を公表
水素需要量は2030年に23万トン
2050年に200万トン

碧南火力でのアンモニア混焼を想定
※国内最大級の石炭火力

中部圏（四日市・碧南）

液化水素SCの商用化実証の受入地に
選定（R5.3）

※水素需要ポテンシャル、港湾確保、
既設パイプラインなど輸送インフラの存在

JFE高炉跡地の活用（220ha）
ENEOS-川崎市 連携協定(R3.11）

※水素社会の早期実現

川崎(京浜工業地帯)

関西電力_姫路第一発電所(LNG)で
の水素利用を起点としたモデル
水素需要量は2030年に7万トン
2031年以降に33万トン

神戸・関西(堺・泉北・姫路)

2023年、「水島コンビナートの2050年
カーボンニュートラル実現に向けた取組
方針」を公表

岡山(水島)

出光興産_徳山製油所、東ソー、
トクヤマが主体となってリード

石炭転換としてのアンモニア利用を想定

山口(周南)

ひびき発電所は水素混焼可能な設
計（2025年運転開始）
国内の再エネ水素製造や、海外水
素輸入を想定

福岡(北九州)

東芝エネ・岩谷などが共同で運営する
福島水素エネルギー研究フィールド
（FH2R）は10MWの水電解製造

福島(再エネモデル)

JERA 石炭火力（アンモニア混焼）
を起点とした水素拠点を構築
両港にクリーンエネルギー拠点を形成

※拠点間のエネルギー相互融通・相互
変換も想定（H２⇔ NH3）

茨城(鹿島港・茨城港)

GI基金等にて、数多くの実証事業を
実施

※製鉄ﾌﾟﾛｾｽの水素活用ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等
水素等用途としては、化学コンビにお
けるナフサクラッカー燃料などを想定

千葉(京葉工業地帯)

GI基金、「カーボンニュートラル実現へ
向けた大規模P2Gシステムによるエネ
ルギー需要転換・利用技術開発」が
進行中

山梨(再エネモデル)

JX石油開発・三菱ガス化学・INPEX
にてブルー水素製造に取り組む
水素需要量は2030-50年で最大35
万トン

新潟

水素拠点構築に向けた他地域動向

※公開情報に基づき作成

：コンビナート地域

★

大分コンビナート
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【参考】独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構（JOGMEC）の先進的CCS事業
他地域動向

JOGMECホームページ
https://www.jogmec.go.jp/news/release
/news_01_00034.html より
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論点
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「構想」の取りまとめに向けて、御意見等をいただきたい内容

※第１回「グリーン・コンビナートおおいた」推進会議（R5.8.2） 資料より

カーボンニュートラルを目指しつつ、大分コンビナートを更に発展させていくための「強み」は何か？

その「強み」を活かし、県･地域･日本全体のカーボンニュートラル実現のため、大分コンビナートが果

たし得る役割・機能は何か？

上記も踏まえ、資料2-2の「予想される姿」は、大分コンビナートの「目指す姿」と一致しているか？

「目指す姿」の実現に向け､産学官の役割や各種連携(含:県内外の他地域)はどうあるべきか？


